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 議案第６６号参考資料（附則第３項・第４項・第５項関係） 

   利根町下水道事業の設置等に関する条例新旧対照表 

利根町監査委員条例新旧対照表 

現行 改正案 

（監査期日の通知） （監査期日の通知） 

第３条 （略） 第３条 （略） 

２ 監査委員は，法第１９９条第７項及び法第２３５条の２第２項 

                                                        の

規定による監査を行うときは，その期日の７日前までに監査の対

象となるもの及び関係機関に通知するものとする。ただし，特別

の事由があると認めるときは，この限りでない。 

２ 監査委員は，法第１９９条第７項，法第２３５条の２第２項並

びに地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第２７条の２

第１項の規定による監査を行うときは，その期日の７日前までに

監査の対象となるもの及び関係機関に通知するものとする。ただ

し，特別の事由があると認めるときは，この限りでない。 

（請求又は要求に基づく監査） （請求又は要求に基づく監査） 

第４条 監査委員は，法第７５条第１項，第９８条第２項，第１９

９条第６項及び第７項並びに第２３５条の２第２項             

                            の規定による監査の請求又は要求

を受理したときは，６０日以内にこれを行わなければならない。

ただし，特別の事由があると認めるときは，この限りでない。 

第４条 監査委員は，法第７５条第１項，第９８条第２項，第１９

９条第６項及び第７項，第２３５条の２第２項並びに地方公営企

業法第２７条の２第１項の規定による監査の請求又は要求を受理

したときは，６０日以内にこれを行わなければならない。ただ

し，特別の事由があると認めるときは，この限りでない。 

（決算等の審査） （決算等の審査） 

第７条 監査委員は，法第２３３条第２項及び第２４１条第５項，

地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３０条第２項並

びに地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年法律

第７条 監査委員は，法第２３３条第２項及び第２４１条第５項，

地方公営企業法                       第３０条第２項並びに地

方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年法律第９４
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第９４号）第３条第１項の規定による審査に係る意見書は，審査

に付された日から６０日以内に町長に提出しなければならない。 

号）第３条第１項の規定による審査に係る意見書は，審査に付さ

れた日から６０日以内に町長に提出しなければならない。 

（職員の賠償責任の監査等） （職員の賠償責任の監査等） 

第８条 監査委員は，法第２４３条の２の２第３項及び第８項後段 

                                                   の規定に

より町長から監査又は意見を求められたときは，２０日以内に監

査結果報告書又は意見書を提出しなければならない。ただし，特

別の事由があると認めるときは，この限りでない。 

第８条 監査委員は，法第２４３条の２の２第３項及び第８項後段

（地方公営企業法第３４条において準用する場合を含む。）の規

定により町長から監査又は意見を求められたときは，２０日以内

に監査結果報告書又は意見書を提出しなければならない。ただ

し，特別の事由があると認めるときは，この限りでない。 
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利根町特別会計条例新旧対照表 

現行 改正案 

（設置） （設置） 

第１条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２０９条第２項

の規定により，事業の円滑な運営とその経理の適正を図るため，

次の特別会計を設置する。 

第１条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２０９条第２項

の規定により，事業の円滑な運営とその経理の適正を図るため，

次の特別会計を設置する。 

（１） （略） （１） （略） 

（２） 利根町公共下水道事業特別会計  

（３） （略） （２） （略） 

（４） （略） （３） （略） 

（５） （略） （４） （略） 

（６） （略） （５） （略） 

（７） （略） （６） （略） 
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利根町下水道条例新旧対照表 

現行 改正案 

（趣旨） （趣旨） 

第１条 この条例は，下水道法（昭和３３年法律第７９号。以下

「法」という。）その他の法令に定めがあるもののほか，公共下

水道の設置及び管理，使用並びに施設の構造の基準等について必

要な事項を定めるものとする。 

第１条 この条例は，下水道法（昭和３３年法律第７９号。以下

「法」という。）その他の法令に定めがあるもののほか，公共下

水道の        管理，使用及び  施設の構造の基準等について必

要な事項を定めるものとする。 

（設置） 

第２条 本町は，公衆衛生の向上を図るため，公共下水道を設置す

る。 

 

第２条 削除 

 

 


